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１　はじめに

　米国の牛飼養頭数は、1975年に過去最高となった後、減少傾向で推移し、2014年に1952
年以来の低水準となったが、2015年以降は牛群再構築の進展により増加傾向に転じている。
牛肉生産量は、2010年以降減少傾向で推移してきたが、順調な牛群再構築を背景に2016年
は増加に転じる見込みである。最近ではブラジルや中国への輸出再開の動きもあり、生産量
の増加に伴う価格低下も背景に、今後の輸出量は増加傾向で推移すると予想される。

米国の牛肉産業は、肉牛生産額が764億

米ドル（2012年）と、米国の農業生産額の

約19.4％を占める主要産業の一つである。

また、同国は世界的な牛肉の需給において、

生産量、消費量、輸入量でそれぞれ世界第１

位を誇るとともに、世界第４位の輸出国

（2015年時点）でもあり、一番の鍵を握っ

ている国とも言える。

牛肉生産の構造としては、繁殖部門と肥育

部門に分かれるという基本的な構造は日本と

変わらないものの、広大な草地と莫大な穀物

供給量を背景に、繁殖農場から肥育農場に至

るまで、日本より粗放的かつ低コストで生産

されているという特徴がある。

また、牛肉料理と言えば、ハンバーガーか

ステーキかというほど特徴的な消費スタイル

を有している国であり、日本の牛肉消費とは

異なる部分も多い。

さらに、日本はかねてより同国から多くの

牛肉を輸入している一方、近年の官民を挙げ

た日本産農産物輸出の面では、和牛輸出にお

いて香港に次ぐ第二の市場規模を有してお

り、同国の牛肉消費動向や消費者の嗜好性な

どの把握は、和牛輸出促進に寄与する。

今回、改めて川上の生産段階から川下の消

費段階まで、最新の情報を収集し、同国の牛

肉生産や消費の現状と今後の変遷についてと

りまとめることとする。

また、米国への一定量の輸出実績のある南

米の牛肉生産についても、コラム欄で触れる。

なお、本稿中の為替レートは、１米ドル＝

102円（2016年 ９ 月 末 日 Ｔ Ｔ Ｓ 相 場

102.12円）を使用した。

特集：世界の牛肉需給と肉牛・牛肉産業の状況

米国における牛肉生産の産業構造
～消費・輸出入の動向まで～

調査情報部　国際調査グループ
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（１）肉用牛生産の基本的情報

ア　牛飼養頭数およびその推移
米国農務省（ＵＳＤＡ）の全国農業統計局

（ＮＡＳＳ）の発表によると、2016年１月

１日時点の牛飼養頭数（乳牛含む）は約

9200万 頭 で あ り、 う ち 肉 用 経 産 牛 は 約

3033万頭で、総飼養頭数の約３割を占めた

（表１、図１）。

２　繁殖～肥育～と畜までの流れ

表１　牛飼養頭数

2015年 2016年 増減率
全飼養頭数 89,143.0 91,988.0 3.2%

経産牛 38,609.0 39,646.2 2.7%
肉用 29,302.1 30,330.8 3.5%
乳用 9,306.9 9,315.4 0.1%

500ポンド以上の未経産牛 19,261.2 19,822.3 2.9%
肉用 6,086.4 6,285.2 3.3%

うち年内出産見込み 3,712.1 3,924.6 5.7%
 乳用 4,710.4 4,824.0 2.4%

うち年内出産見込み 3,051.2 3,116.6 2.1%
 その他の未経産牛 8,464.4 8,713.1 2.9%

500ポンド以上の去勢牛 15,629.5 16,320.4 4.4%
500ポンド以上の雄牛 2,109.4 2,142.4 1.6%
500ポンド未満の子牛 13,533.9 14,056.7 3.9%

フィードロットの肥育牛 13,025.0 13,177.0 1.2%

米国では、歴史的に８～12年のいわゆる

キャトルサイクルを繰り返してきた。牛の飼

養頭数は、1975年に過去最高となる１億

3200万頭を記録した後、減少傾向で推移し

ている。特に、近年では、2011年、2012年

に発生した干ばつの影響で草地の状態が悪化

し、経産牛を中心に淘汰が進み、2014年に

1952年以来の低水準となる約8900万頭と底

を打った。その後、2015年、2016年と増加

し、牛群再構築が順調に進んでいる（図２）。

資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ
　注：各年１月１日時点。

（単位：千頭）　　　　　　　

図１　牛飼養頭数（構成比）

肉用経産牛 (30,331)
33%

乳用経産牛 (9,315)
10%

肉用未経産牛
(6,285)
7%

乳用未経産牛
(4,824)
5%

その他未経産牛
(8,713)
9%

去勢牛 (16,320)
18%

雄牛 (2,142)
2% 子牛 (14,057)

15%

資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ
　注：括弧内の単位は千頭。

図２　米国における牛飼養頭数の推移
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資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ
　注：各年１月１日時点。
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近年の牛飼養頭数、肉用経産牛頭数、肥育

もと牛価格の推移を見ると、ここ数年、牛飼

養頭数が減少し、肥育もと牛価格が高水準で

推移したことから、繁殖農家の増頭意欲が強

く、自家保留の割合が高かったと考えられる

（図３）。このことは、2015年、2016年と

連続して肉用経産牛の頭数も増加しているこ

とに加え、フィードロットにおける未経産牛

の導入割合が史上最低水準にあることからも

うかがえる。

イ　牛飼養農家戸数の推移
ＵＳＤＡが５年ごとに実施している米国農

業国勢調査（センサス）によると、直近の

2012年における肉用経産牛飼養戸数は約

72万8000戸となり、前回調査時（2007年）

に比べ約３万7000戸減少した。また、ＮＡ

ＳＳが取りまとめた1992年から2012年ま

での推移を見ると、中長期的に飼養戸数は減

少傾向にある（図４）。

この農家戸数の減少の要因として、生産者

の高齢化などによる小規模農家の減少が挙げ

られている。ただし、１農家当たり飼養頭数

の推移を見ると、牛飼養農家全体（乳用牛含

む）では、1982年には77.1頭であったが、

2012年には1982年比で27.8％増の98.5

頭と規模拡大が進んでいる一方、小規模の経

営体が比較的多い肉用牛繁殖農家は、同

11.5％増の39.8頭にとどまっている上、

2002年と比較すると若干減少している。こ

のことから、肉用牛繁殖経営は、肥育経営と

比較すると規模拡大が緩やかであることがわ

かる（表２）。

図３　牛飼養頭数と肥育もと牛価格の推移

資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ、ＥＲＳ
　注：飼養頭数は各年１月１日時点。
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図４　牛飼養農家戸数の推移

資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ、ＥＲＳ
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表２　１農家当たりの牛飼養頭数の推移

資料：USDA/NASS
　注：牛飼養農家全体には、乳用牛飼養農家を含む。

1982年 1992年 2002年 2012年 対1982年
増減率

牛飼養農家全体 77.1 81.5 93.8 98.5 27.8%
肉用牛繁殖農家 35.7 37.6 41.9 39.8 11.5%
肉用牛肥育農家 ― ― 184.6 541.1 ―

（単位：頭）

ウ　肉用繁殖牛と肥育牛の地域分布
肉用経産牛の州別分布は、やや突出したテ

キサス州の他、中西部地域に多いが、上位５

州で全体の38.6％を占めているにすぎず、
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比較的全土で肉用牛繁殖農場は経営されてい

る（表３、図５）。これら上位５州に次いで

繁 殖 経 営 が 盛 ん な 地 域 と し て は、 郡

（county）単位の飼養頭数で全米のトップ

10に４郡が入るフロリダ州が挙げられる。

一方、肥育牛については、上位５州で全体

の70.7％を占め、これらの州は中西部のグ

レートプレーンズと呼ばれるロッキー山脈東

側に南北に広がる平原地帯に位置している

（表３）。これらの州およびその周辺で肉用牛

の肥育が盛んなのは、全米屈指のトウモロコ

シ生産地域であり、肥育牛の濃厚飼料の大半

を占めるトウモロコシを近郊から安価に調達

できるためである。

表３　肉用経産牛および肥育牛の飼養頭数上位５州

資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ
　注：2016年１月１日現在。

肉用経産牛 肉用肥育牛

州 頭数
（千頭） 割合 州 頭数

（千頭） 割合

１位 テキサス州 4,290 14.1％ ネブラスカ州 2,520 19.1％
２位 オクラホマ州 1,953 6.4％ テキサス州 2,440 18.5％
３位 ミズーリ州 1,912 6.3％ カンザス州 2,230 16.9％
４位 ネブラスカ州 1,852 6.1％ アイオワ州 1,230 9.3％
５位 サウスダコタ州 1,690 5.6％ コロラド州 910 6.9％

（２）取引形態と価格形成

肉用牛の生産構造は、肥育もと牛（子牛）

を生産する繁殖部門と、肥育もと牛をと畜場

に出荷するまでフィードロットで肥育する肥

育部門に大別されるが、この２つの農家をつ

なぐ役割として、育成農家も存在している。

また、肉用牛では、養豚で見られるような、

繁殖から肥育までを一貫経営する垂直統合化

はあまり進んでおらず、繁殖部門と肥育部門

は別々の農家により営まれているのが通常で

ある。

ア　繁殖農家（cow-calf operation）
繁殖農家は、基本的に広大な草地における

周年放牧を中心とした飼養方法に拠ってお

り、日本のような舎飼いではない。前述の通

り、全米各地に比較的広く存在している。た

図５　肉用経産牛の全米における分布図（2012年）
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資料：ＵＳＤＡ／ＮＡＳＳ
　注：青点１つにつき肉用経産牛2500頭。
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また、飼養されている肉用牛のほとんどは

交雑種であり、肉用繁殖雌牛への種付けにつ

いては、雄牛を繁殖雌牛の群れに入れること

による自然交配が大半を占めている。

なお、ＵＳＤＡの公表資料によると、目安

となる平均的な数字としては、子牛の出生時

体重は65ポンド（29.5キログラム）、離乳

までに要する期間は90 ～ 205日、離乳時体

重は550ポンド（249.5キログラム）である。

繁殖農家の約６割では、離乳時または離乳

直後に子牛を育成農家などに販売しており、

特に南東部地域やグレートプレーンズ南部に

多く、小規模で収入の大半を農外に依存する

経営スタイルである。一方で繁殖農家の３分

の１強では、離乳後も30 ～ 90日間子牛を

所 有 し 続 け、 放 牧 や 補 助 飼 育（back-

grounding）を実施した後に販売している。

このような農家は一般的に比較的大規模であ

り、全土に所在しているが、西部地域やグレ

ートプレーンズ北部に多くみられる。

イ　育成農家（stocker/backgrounder）
育成農家は、子牛がフィードロットで本格

的に肥育を開始されるまでの間の助走を受け

持つ役割を果たしている。しかし、繁殖農家

から購入した子牛には、出生のタイミングや

生育状況などにより体格や体重の個体差があ

るだけでなく、そもそも約８割の肉用子牛が

春の３カ月間に集中して生まれるにもかかわ

らず、最終的には１年を通じて平均的にと畜

場で牛肉が生産されるように、肥育もと牛を

フィードロットに送り届けなければならな

い。育成農家は、このような調整も担い、繁

図６　肉用繁殖雌牛の１年間のサイクル（春子牛生産の場合）

1月 12月 4月 7月 10月 

子牛を出産 

in out 

雄牛（bull）と交配 

子牛と共に草地にて放牧 離乳 

妊娠期間 285日 

写真１　�広大な草地に放牧されている繁殖雌
牛と子牛の様子（９月撮影）

だし、経営の基礎となる放牧地（草地）は、

穀物生産に適していない土地を活用したもの

であり、規模拡大が進まない理由の一つはこ

こにあると考えられる。なお、繁殖農家にお

ける繁殖雌牛の平均飼養頭数は約40頭であ

る。

牧草の最盛期である春から夏にかけての季

節を十分に活用するために、春の暖かい時期

（３～５月）に子牛が集中的に生まれるよう

計画的に子牛が生産されており、年間産子数

の約８割が、この時期に生まれている（図６）。

一方、春に生まれる春子牛との時期的な差別

化を狙って秋に生まれる秋子牛を生産する経

営スタイルが、比較的温暖な南部地域などに

存在している。
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殖農家とフィードロットの間のバッファー

（緩衝作用）としての機能を持っていると考

えられる。この育成農家には、地域によって

もさまざまな経営体があるとされており、分

類や定義に困難を極めることから、ＵＳＤＡ

公表資料にも育成農家に関する公式なデータ

が少ないのが実情である。なお、子牛が繁殖

農家を離れてからフィードロットにたどり着

くまでのパターンについては後述する。

ウ　肥育農家（feedlot）
肥育農家は、フィードロットと呼ばれる屋

外の肥育場において、肥育もと牛をロットに

分けて、１つのペンにつき数十頭から百数十

頭収容し、一般的には100 ～ 230日程度の

期間濃厚飼料を中心に給餌し、体重を約

1300ポンド（約590キログラム）にまで増

加させ、パッカーへ出荷する。フィードロッ

トの経営者が肥育もと牛を購入して所有する

経営に加え、預託農家（牛の所有権を持たな

いまま肥育業務だけを請け負う経営スタイル

の農家）も存在している。

エ　繁殖農家からと畜までの牛の流れ
繁殖農家で春に生まれた子牛が、主に秋に

離乳した後、育成農家、フィードロットを経

てと畜場に搬入されるまでの経路は、次の４

つに大別される（図７）。

①　パターン１（Pre-conditioning）

フィードロットに導入されるまでの育

成期間（約35日）が最も短いパターン

である。プリコンディショニングと呼ば

れるワクチン接種や離乳後の母乳から

（乾燥）飼料への移行を目的とした育成

段階を経て、フィードロットへ導入され

る。

②　パターン２（Backgrounding）

補助飼育（バックグラウンディング）

と呼ばれる育成段階を経てフィードロッ

トへ導入されるパターン。この補助飼育

はプリコンディショニングの要素も含ん

でおり、離乳後の飼料による子牛の育成

管理に重点を置いたものである。この補

助飼育を繁殖農家が実施することもある

が、補助飼育専門の育成農家も存在する。

③�　パターン３（Pre-conditioning→Winter 

Grazing）

プリコンディショニングの後に冬季放

牧により冬を越し、春先にフィードロッ

トへ導入されるパターン。

④　パターン４（Dry Lot Winter→Stocker）

冬季放牧が活用できない場合に、柵内

の放牧により冬を越し、春先から夏季に

放牧を行うストッカーと呼ばれる育成段

階を経てフィードロットへ導入されるパ

ターン。

写真２　�フィードロットにおける専用車によ
る給餌の様子
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図７　育成段階における牛の流れ（春子牛の場合）

資料：聞きとりを基に機構作成
　注：図中の体重表記は各段階を終える時点のものであり、その他の期間なども含め目安とされる数字である。
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①
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160日間育成

ストッカー
（Stocker）

4月～9月

④

725ポンド（約329kg）
175日間育成

冬季柵内放牧
（Dry Lot Winter）

10月～4月

④

～9月

育成農家

オ　価格形成の仕組みと透明性の確保
繁殖農家から育成農家へ、育成農家から肥

育農家へ肥育もと牛が販売される際の取引

は、地元の家畜市場における競りによる方法、

事業者同士の相対取引による方法に大別され

る。ＵＳＤＡの過去の調査によると、牛の飼

養頭数が200頭に満たない比較的小規模な

繁殖農家や育成農家の約７割、200頭以上

を飼育している繁殖農家や育成農家の約４割

が、家畜市場における競りなどの相対取引以

外の方法により取引しており、飼養規模が大

きくなるほど相対取引の割合が増す傾向にあ

る。

一方、フィードロットからと畜場（パッカ

ー）へ出荷される際の肥育牛の取引形態につ

いても、パッカー向けの家畜市場での取引と

業者間による相対取引の２つに大別される

が、近年は大手パッカーを中心として相対取

引の比率が非常に高まっている。ＵＳＤＡ経

済調査局（ＥＲＳ）の調査によると、2004

年には成牛売買における家畜市場などの現物

市場の取引高が全体の約60％を占めていた

が、2014年には約27％にまで低下し、一方、

相対取引が倍増したことが判明している。

大手食肉パッカーは、自社保有のと畜場で

枝肉生産から部分肉、加工品の生産までを行

い、食肉流通業者をはじめ、小売業者、外食

業者などに販売している。大手パッカーは強

大な力を持っており、フィードロットを所有

する場合もある。このような大手パッカーに

より牛の取引の寡占化が進んでいることも同

国食肉産業の一つの大きな特徴である。

取引の公正性の確保と市場競争の監視・規

制のため、各種法令が整備されてきたが、相
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対取引割合の増加に伴い、1999年には、一

定規模以上のパッカーに対して相対取引の形

態と価格の報告を義務付ける法律「1999年

畜産物報告義務法」が制定された（表４）。

同法は、一定規模以上（直近５年間で年間

12.5万頭以上をと畜）のパッカーに取引価

格などのＵＳＤＡへの報告を義務付けたもの

であり、生体では牛、豚、子羊の取引価格、

食肉では牛肉、ラム肉の卸売価格に加え、

2010年には新たに豚肉も対象とされてい

る。

同法律は、家畜市場などの現物市場におけ

る取引割合の低下により、透明性の高い価格

形成が困難になっていることを背景に、食肉

パッカーの価格情報を公開することにより、

食肉の価格や供給量に関する生産者の理解を

促進し、牛肉などの畜産物の公正な市場競争

を促進することを目的としている。

表４　取引の公正などに関する法規

名称など 概要

畜産関連情報収集に関する法規

「1916年シェパード改正法（Shepherd Amendment）」によって、畜産、食肉お
よびその製品の販売や流通に関する情報を収集、公表する権限がＵＳＤＡに与え
られた。また、「1946年農業マーケティング法（Agricultural Marketing Act of 
1946）」において、さらに幅広い農畜産物の販売や在庫などの量、質、状況など
についても関連する情報を収集、公表する権限がＵＳＤＡに付与された。

1921年パッカーズ・ストック
ヤード法

（Packers and Stockyards Act）

市場競争を阻害する不公平な家畜取引や価格形成などを禁止し、生産者と消費者
の利益保護を図るために、1921年に「パッカーズ・ストックヤード法」が制定さ
れた。同法に基づく規則を担当する省庁は、ＵＳＤＡ穀物検査食肉流通局（ＧＩ
ＰＳＡ：Grain Inspection, Packers and Stockyards Administration）である。家
畜市場所有者やディーラー、家畜販売代理人、州間取引のあるパッカーなどが同
法の規制対象となり、ＧＩＰＳＡへの事業登録や報告などが義務付けられる。Ｇ
ＩＰＳＡは、同法の違反取締りや制裁手続きも行う。

1999年畜産物報告義務法
（ L i v e s t o c k  M a n d a t o r y 
Reporting Act of 1999）

同法によって、一定規模のパッカーは、取引価格のＵＳＤＡへの報告が義務付け
られた。牛肉パッカーの場合、直近5年間で年間12.5万頭以上をと畜している業者
が対象となる。同法は「1946年農業マーケティング法」の改正法として制定された。
生体では牛、豚、子羊の取引価格、食肉では牛肉、ラム肉の卸売価格などに加え、

「2010年価格報告義務法（Mandatory Price Reporting Act of 2010）」制定によっ
て、新たに豚肉も報告義務の対象として追加された。

（３）トレーサビリティの仕組み

牛のトレーサビリティは、2016年９月現

在、連邦の制度としては存在していない。

ただし、過去には連邦における家畜のトレ

ーサビリティの制度化を試みたことがある。

2003年の国内での牛海綿状脳症（ＢＳＥ）

の初発生を受け、ＵＳＤＡは2004年に全国

家畜個体識別制度（ＮＡＩＳ）を公表した。

この制度は、当初、任意の制度として開始し、

後に段階的に義務化するといった方針もあっ

たが、コストや報告義務といった生産者の負

担増を理由に、特に肉用牛生産者からの反発

が大きく、最終的にＵＳＤＡは2010年にＮ

ＡＩＳの廃止を決定し、新たなトレーサビリ

ティ制度を模索することとなった。

2011年には、新たなトレーサビリティに

関する規則案が公表され、パブリックコメン

トの募集などの手続きを踏んだ後、2013年

１月に最終規則案が公表され、同年３月から

適用されることとなった。

新たに開始された規則は「家畜の州間移動

に関するトレーサビリティ（Traceability 

for Livestock Moving Interstate）」と呼

ばれ、家畜疾病が発生した際に、早期に対応

するためといった性格の強いものであり、州

を越えて移動する家畜の育成段階からと畜ま

での間の管理に限定されたものとなってい
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る。なお、牛の他にもバイソン、山羊、羊、豚、

馬、家きん、鹿も対象となっている。次に同

規則の牛に関する主な部分を紹介する。

・
3

　原則として、全ての牛に個体識別番号

の付与を義務付け。ただし、18カ月齢

未満の肉用牛については、見本市や展示

会などで州境を越える場合を除き、同規

則から除外。（18カ月齢未満の規則につ

いては追って定められることとなってい

るが、2016年９月時点では未発表。）

・　個体識別の方法は、ＵＳＤＡや州政府

が公的に認めた耳標に加え、出荷側と荷

受側が合意すれば、伝統的に用いられて

いる焼印や刺青でも良い。さらに、群単

位での番号取得も可能。

・　州間移動の場合には、政府機関認定の

獣医師が発行する証明書の携帯を義務付

けるものの、出荷側と荷受側が合意すれ

ば代替の証明書でも可。

（４）政府による生産者への支援制度

日本の肉用子牛生産者補給金制度や肉用牛

肥育経営安定特別対策事業（いわゆるマルキ

ン）といった専ら肉用牛農家を対象とした連

邦政府の支援制度は存在していない。

連邦政府による肉用牛生産支援としては、

さまざまな農業支援事業がある中で、他品目

も対象とした事業に、肉用牛農家向け支援も

含まれるのが一般的であり、現在は「2014

年農業法（2014FarmBill）」の下、ＵＳＤ

Ａ農業サービス局（ＦＳＡ）が管轄している

（表５）。さらに、畜産が盛んな州などでは肉

用牛に対する事業支援制度や税額控除制度な

ども存在する（表６）。

表５　連邦政府による肉用牛が対象となる主な支援策

制度名 制度の概要

家畜損害補償プログラム
（Livestock Indemnity Program）

悪天候や疾病、家畜の外敵などにより家畜を失った農家
に対して、失った日の市場価格の75%相当が補償金とし
て支払われる。

家畜用牧草地災害プログラム
（Livestock Forage Disaster Program）

本プログラムに加入している干ばつ被害地域の畜産農家
を対象に、被害度合いによって補償金が支払われる。

家畜、ミツバチ、養殖業のための緊急支援プログラム
（Emergency Assistance for Livestock, Honeybee and 
Farm-Raised Fish Program）

上記２つのプログラムでは補償対象にならない異常気
象、水不足、山火事などの災害によって失った家畜など
に対し補償金が支払われる。

表６　州政府による肉用牛が対象となる支援制度の例

州名 支援概要

ミネソタ州 肉用牛農家を含む畜産農家に対し、必要な建物・施設などの整備費用に対し、投資支援金を提
供している。なお、申請上限額は50万ドルであり、その10％が支援金として交付される。

ミズーリ州 肉用牛飼養農家は飼養牛の体重により算出される一定額の州税控除を申請できる。控除を受け
るには一定の資格・条件があり、事前の登録も必要。

テネシー州
肉用牛飼養農家を含む畜産農家を対象として、用具や施設の購入、飼料や牧草の貯蔵施設の建
設費用などに補助金を交付している。（補助金上限額はメニューに応じ、2000 ～ 6500米ドル、
補助率は生産者のレベルに応じ、35％または50％）
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（１）牛肉生産量と価格の推移

2010年以降の牛飼養頭数の減少に伴い、

牛肉生産量も漸減してきたが、2011年から

続いた中南部における深刻な干ばつの影響に

より減った繁殖雌牛の牛群を再構築するため

に 自 家 保 留 が 増 え た こ と で、2014年 と

2015年の生産量は一段と減少した。しかし、

USDAは、牛群再構築は順調に進んでいるこ

とから、2016年、2017年には出荷頭数は

増加に転じ、牛肉生産量は増加し、肥育牛価

格は下落すると予測している（図８）。

（２）と畜検査

州を越えて販売される牛肉を含む全ての食

肉は、連邦政府の認定を受けたと畜場／食肉

加工施設で生産される必要がある。同国では、

食肉パッカーがと畜場／食肉加工施設を所有

し、ＵＳＤＡ食品安全検査局（ＵＳＤＡ／Ｆ

ＳＩＳ）による認定を受けている。2016年

１月１日現在、米国全土に808カ所の認定

と畜場が存在し、うち641カ所において牛

がと畜されており、規模で上位13のと畜場

において全体の約57％の牛がと畜されてい

る（2015年）。

と畜検査の流れとしては、と畜される前に

生体の牛に異常がないかどうかを確認する

「と畜前検査」が実施され、と畜された後には、

枝肉や内臓の異常の有無を確認する「と畜後

検査」が、獣医師の資格を有したＦＳＩＳの

検査員を中心として実施されている。

と畜検査に要する費用については、基本的

にパッカーが肥育農家から生体で買い取るこ

とから、肥育農家側が負担することはない。

さらに、パッカーにおけるＦＳＩＳによると

畜検査費用は原則無料であり、パッカーには

ＦＳＩＳ検査員用のオフィスを施設内に用意

し、週５日、１日８時間のシフト勤務ができ

る環境を整えることが求められる。ただし、

時間外でＦＳＩＳの職員に検査を依頼する場

合などには、連邦規則が定める時間外費用（１

人・１時間当たり50 ～ 70ドル）を支払わ

なければならない。

（３）格付の仕組み

牛肉の格付けも行われており、日本におけ

る歩留等級（Ａ～Ｃ）と肉質等級（５～１）

の組合せによる格付と似ている。歩留等級の

格付け（Ｙ１～Ｙ５）と肉質等級（プライム

～キャナー）の格付けの２種類の格付けが存

在し、ＵＳＤＡの検査官によって格付けされ

る。

歩留等級とは生体重に対する精肉歩留まり

の割合を示しており、皮下脂肪、腎臓・骨盤

周囲・心臓の脂肪量、リブアイ面積と枝肉重

量から定められた計算式により推定歩留率が

計算される（表７）。

図８　牛肉生産量と肥育牛価格の推移
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資料：ＵＳＤＡ
　注：2016年、2017年の数値はＵＳＤＡ発表の予測値。

３　と畜～小売までの流れ
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また、肉質等級については、プライムを最

上級とし、最下級のキャナーまで表８のとお

り８段階（プライム→チョイス→セレクト→

スタンダード→コマーシャル→ユーティリテ

ィー→カッター→キャナー）に格付けされる

ものの、一般的には肥育牛のほとんどが、上

から３番目のセレクト以上に格付けされてい

る。なお、2015年の実績では、若齢肥育牛

としてと畜された牛のうち93.7％が肉質等

級の格付けを受けており、チョイス以上の割

合は73.4％（うちプライムは5.1％）であっ

た。

表７　歩留等級の格付分類

歩留等級 Ｙ１ Ｙ２ Ｙ３ Ｙ４ Ｙ５
推定
歩留率（％） 52.3以上 52.3 ～ 50 50 ～ 47.7 47.7 ～ 45.4 45.4以下

表８　肉質等級格付分類

成熟度　/
マーブリング

A
(9 ～ 30カ月齢)

B
(30 ～ 42カ月齢)

C
(42 ～ 72カ月齢)

D
(72 ～ 96カ月齢)

E
(96カ月齢～ )

おおむね豊か・豊か プライム コマーシャル

やや豊か

適度

並み チョイス

少量 ユーティリティー

わずか セレクト

ほんのわずか スタンダード カッター

ほとんどなし

４　牛肉の消費・輸入動向

（１）消費動向

ア　１人当たり消費量の推移
１人当たりの年間牛肉消費量の推移を見る

と、1976年の94.3ポンド（約42.8キログ

ラム）をピークに減少を続け、2015年には

53.9ポンド（約24.4キログラム）とほぼ半

減している。ただし、日本の同5.8キログラ

ムと比較してかなり多い。

食肉全体の消費は近年ほぼ横ばいであり、

減少している牛肉に代わって鶏肉が増加して

いる。これには、消費者の健康志向による影

響もあるが、価格の影響も大きい。1988年

の小売価格を100とした、各種食肉の価格

の推移を見ると、2015年の鶏肉の指数147

に対し、牛肉は267となっており、この約

30年間にわたる小売価格の動向の差から、

消費者が、牛肉よりも手ごろな鶏肉を購入す

る機会を増やしている一因となっているとみ

られる（図９）。

資料：ＵＳＤＡ、米国食肉輸出連合会の資料を基に機構作成
　注：キャナーは、カッターの規格に満たないもの。
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図９　1人当たり食肉消費量および小売価格指数の推移

資料：ＵＳＤＡ
　注：価格指数は、1988年の小売価格を100とした場合の指数。
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一方、今後の消費量の見通しについては、

牛肉生産量の回復に伴う価格低下の寄与もあ

り、2016年、2017年はそれぞれ55.3ポン

ド（約25.1キログラム）、55.6ポンド（約

25.2キログラム）と微増する見込みである。

イ　消費スタイル
全国肉牛生産者・牛肉協会（ＮＣＢＡ）が

2016年３月に公表した調査報告書による

と、アメリカ国民1000人によく食べる牛肉

料理を聞いたところ、43％が挽肉料理、

20％がハンバーガー、17％がステーキとの

回答であった。さらに、家庭での料理に使う

牛肉も約60％が挽肉として消費されている

ことから、牛肉の消費方法としては、挽肉と

ステーキに大別されるといっても過言ではな

いだろう。

挽肉にされる牛肉は、脂肪割合の低いスタ

ンダード、ユーティリティー、カッターとい

った下位の格付けの肉である。なお、牛挽肉

は連邦規則により脂肪分が30％以下と定め

られており、スーパーマーケットなどで販売

されているパックのラベルには「80％赤身

（80%lean）」といった表示がなされている。

そして、脂肪分の少ない赤身肉を好む米国人

の牛挽肉需要を支えているのが、グラスフェ

ッドで赤身が中心の豪州産やニュージーラン

ド（ＮＺ）産の冷凍輸入牛肉であり、これに

米国産の少し脂肪に富んだ牛肉を混ぜる形で

挽肉の多くが生産されている。

一方で、ステーキ用はプライムやチョイス

と格付けされる牛肉が中心であり、価格帯も

脂肪交雑も挽肉用とは大きく異なる。同国で

生産される牛肉はグレインフェッドがほとん

どであり、ステーキに適したチョイス以上に

格付けされる割合は2008年の50％程度か

ら、2015年には70％超にまで拡大するな

ど、近年、ステーキ用の生産比率が高まって

いると言える。

写真３　スーパーマーケットにおける牛肉売
場の様子（多くがステーキ用か挽肉として販
売され、薄切り肉などは通常見かけない）
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（２）輸入動向

ア　輸入量の推移
牛肉輸入量の推移を見ると、年によって増

減があるものの、おおむね年間100万トン

以上となっている（図10）。輸入量の増減は、

国内生産量と強い相関関係にあり、国内生産

量 が 低 調 で あ っ た2004年、2005年、

2015年に輸入量が多くなっている。これに

加えて、輸入量に影響を与える要素としては、

国内の牛肉価格や為替が挙げられる。

輸入先国に目を向けると、近年は豪州、カ

ナダ、ＮＺ、メキシコの４カ国で輸入量のほ

とんどを占めている。中でも半数以上を占め

ている豪州、ＮＺからは、先述した通り赤身

部分が中心のグラスフェッド牛肉が輸入され

ている。カナダ、メキシコからの牛肉は、多

くが外食産業向けである。

なお、ＵＳＤＡによると2016年の輸入量

は、国内生産量の増加と国内牛肉価格の低下

が見込まれていることから、前年より16％

減少すると予測されている。

図10　牛肉輸入量の推移

資料：ＵＳＤＡ
　注：枝肉重量換算。
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イ　関連する諸制度
輸出国から見て米国に新たに牛肉などの畜

産物を輸出する場合、家畜衛生と食品衛生に

関する２種類のリスク評価を受ける必要があ

る。家畜衛生については、口蹄疫やＢＳＥな

どの家畜疾病の侵入リスクに関する評価であ

り、ＵＳＤＡ動植物検疫局（ＵＳＤＡ／ＡＰ

ＨＩＳ）が実施する。食品衛生については、

主にと畜検査が米国のものと同様な体制にあ

るかという同等性評価をＵＳＤＡ／ＦＳＩＳ

が実施している。なお、2016年９月時点で、

これらをクリアし生鮮牛肉を同国に輸出でき

る国は、日本も含め13カ国に限られている。

さらに、輸入に影響を与える関税に目を向

けると、同国はＷＴＯウルグアイラウンド合

意による、関税割当制（ＴＲＱ）や個別の自

由貿易協定（ＦＴＡ）による特恵措置を設け

ている（表９）。
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表９　牛肉の関税割当（ＴＲＱ）と2015年の輸入量実績

国名 ＴＲＱ
（トン）

2015年
輸入量

（トン）

消化率
（％）

関税率
枠内

（セント/kg）
ＴＲＱ
超過時

カナダ ＮＡＦＴＡ
加盟国

199,190 ― ０ ―
メキシコ 136,104 ― ０ ―
アルゼンチン 20,000 0 0 4.4 26.4%
豪州 418,214 412,203 99 0 21.1%
日本 200 183 92 4.4 26.4%
ＮＺ 213,402 209,768 98 4.4 26.4%
ウルグアイ 20,000 19,760 99 4.4 26.4%
その他 64,805 44,362 68 4.4 26.4%
合計 736,621 686,276 ― ― ―

ウ　和牛の輸入と米国での認知度
近年、和牛の輸出については、日本政府の

輸出拡大政策の下、官民挙げての取り組みに

より着実に輸出量を伸ばしており、米国は香

港に次ぐ第２位の市場規模（2015年）を有す

重要なマーケットとなっている（図11）。

日本食の人気を背景に近年は同国のレスト

ランでも本物の和牛を目にするようになっ

た。例えば、ニューヨークのステーキレスト

ランでは、和牛A5ランクの牛肉が6オンス

（約170グラム）175米ドル（約1万7850円）

で提供されている。このように、和牛は、富

裕層に対し、外食レストランでステーキ向け

ロイン系を中心に販売されているのが一般的

であり、小売店では日系のスーパーマーケッ

トに少々置いてあるのを見かける程度であ

る。WAGYUという呼称は、まずまずの認

知 度 を 得 て き て い る が、 こ れ は 米 国 産

WAGYU（当地では和州牛といった名称で

販売されていることも多く、値段は和牛の半

額以下。）の存在も大きいと思われる。同国

では、WAGYUよりもKOBE_BEEFの知名

度 が 高 い こ と が 有 名 で あ る が、 い ま だ

WAGYUとは米国産のプライムランクの牛

肉よりも良質の高級な牛肉といった認識でし

かなく、本物の和牛とは何かを正しく理解し

ている人は一握りと思われる。

現在、さまざまな和牛のプロモーション活

動が世界各国で実施されているが、同国でも

まだまださまざまな媒体を通じて「和牛とは」

図11　日本の国別牛肉輸出量の推移
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資料：財務省「貿易統計」
　注：ＨＳコード0201、0202。

資料：米国税関、ＵＳＤＡ／ＦＡＳ
　注：豪州のＴＲＱには、米豪ＦＴＡによる４万トンを含む。
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（１）近年の輸出量と輸出先国の推移

2015年の牛肉輸出量は牛肉生産量の減少

もあり、前年比12％減の102万8000トン

であった。牛肉輸出量は生産量と一定の相関

関係があり、同国におけるＢＳＥの発生

（2013年12月）の影響が大きかった2004

年以降の数年間を除けば、おおむね生産量の

10％程度が輸出に回っている（表10）。

日本向け輸出についても、牛肉の由来する

牛の対象月齢が2013年に20カ月齢以下か

ら30カ月齢以下に緩和されたことに伴い、

伸びてはいるものの、ＢＳＥ発生前の水準に

は戻っていない（図12）。これは、日本に輸

出できなかった時期に豪州産がかなりの部分

を代替し定着が進んだことや、2015年１月

に発効した日豪ＥＰＡによる関税率の差

（2016年10月現在、冷蔵牛肉で８％、冷凍

牛肉で11％の差）が多少なりとも影響して

いると考えられる。しかし、直近では、豪州

産牛肉との価格差がほとんどなくなっている

と言われており、対日輸出量の伸びが期待さ

れている。

５　牛肉の輸出動向

表10　牛肉生産量と輸出量の推移

牛肉生産量
（枝肉重量換算）

牛肉輸出量
（枝肉重量換算） 輸出量／

生産量の割合
牛肉輸出額

万トン 十億円
2002年 1,229 111.0 9.0％ 268.2
2003年 1,190 114.2 9.6％ 325.0
2004年 1,114 20.9 1.9％ 64.4
2005年 1,119 31.6 2.8％ 105.2
2006年 1,186 51.9 4.4％ 164.9
2007年 1,198 65.0 5.4％ 223.1
2008年 1,205 90.5 7.5％ 307.4
2009年 1,183 87.8 7.4％ 296.7
2010年 1,198 104.3 8.7％ 391.6
2011年 1,192 126.3 10.6％ 514.2
2012年 1,179 111.3 9.4％ 521.6
2013年 1,166 117.4 10.1％ 583.5
2014年 1,098 116.7 10.6％ 664.9
2015年 1,075 102.8 9.6％ 573.3

資料：ＵＳＤＡ

ということを継続的に普及していく必要があ

ると感じる。加えて、日本国内における牛肉

価格の高止まりや為替の円高ドル安傾向、

TRQの消化率など、輸出にマイナスとなる

材料もあることから、同国の特徴的な牛肉の

消費動向をいち早くつかみ、新たなトレンド

を作るなどより戦略的に和牛の輸出を進める

ことが必要だろう。
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図12　米国産牛肉の輸出量の推移

資料：ＵＳＤＡ
　注：枝肉重量換算。
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（２）今後の牛肉生産量と輸出余力の見
通し

前述した通りUSDAは、2017年までの生

産量が増加するとの見通しを示しており、

2016年は前年比5.3％増の1131万トン、

2017年は同3.4％増の1170万トンへの増

加を予想されている。さらに、ＵＳＤＡは

2025年までの長期予測も2016年２月に公

表しており、飼料価格が比較的安値で推移す

ることや、国内市場および海外市場において

牛肉を含む食肉全体への強い需要が見込まれ

ることから、牛肉生産量は2025年まで堅調

に伸びると分析している。なお、2025年に

は、肉用経産牛は現在から330万頭以上増

え、牛飼養頭数全体としては9700万頭以上

になると予測している。

また、牛肉輸出についても、今後数年間は

生産量の増加に伴い増加する見通しを示して

おり、2016年には前年比9.0％増の112万

トン、2017年にはさらに同5.3％増の117

万トンにまで達すると予測している。また、

2025年までの長期予測については154万ト

ンにまで達するとの強気の予測を公表し、メ

キシコ、カナダ、環太平洋地域への高品質な

牛肉の輸出が期待されるとしており、環太平

洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定の動向や

2016年８月に発表されたブラジルへの輸出

再開、さらに、同年９月に中国政府が明らか

にした中国への輸出再開への兆しなど、輸出

先国の増加と国内牛肉生産量の着実な増加が

果たせれば、決して無理な数字ではないとも

受け止められる。

６　おわりに

米国の牛飼養頭数は、2003年のＢＳＥ発

生以降も、2008年以降のトウモロコシをは

じめとする飼料穀物価格の高騰や、2011年、

2012年を中心とした深刻な干ばつなど、同

産業をとりまく環境の厳しい時期が続いたこ

ともあり、2014年には9000万頭を割り込

んだ。しかし、ここ数年はトウモロコシ価格

や干ばつの影響も落ち着きを見せ、南部の草
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地の状態も改善してきていることから、

2015年、2016年と肉用経産牛を含めて明

らかに回復の兆しを示している。

牛肉生産量についても2016年、2017年

ともに増加するとの予測通り、2016年に入

って、直近の月ベースでは2013年と同水準

にまで回復している。しかし、「９月時点の

価格が2013年の水準から約１割程度低いこ

とに加え、向こう半年先までの先物価格も

2013年と比較して２割程度低い水準にある

ことが現在の問題である」とは同国の関連団

体から聞いた話である。また、「現在、牛群

の再構築が進みつつあるものの、価格がある

程度のレベルで維持されないと繁殖農家の再

構築の意欲も減退し、再び頭数減の悪循環に

陥ってしまう」とも話していた。

日本も多くの牛肉を輸入している同国であ

るが、その輸入量や価格の動向は元をたどれ

ば同国の牛肉生産量が大きな鍵を握ってい

る。今後も同国の牛飼養頭数と牛肉生産量が

順調に増えていくのかどうかを引き続き注視

する必要があることは明白である。

牛肉生産というのは子牛を生産し、その子

牛を肥育して肉を生産するという非常に古典

的な産業であり、穀物生産におけるＧＭ種子

の登場のような技術的なブレイクスルーが生

じにくい。このため、ＴＰＰなどの経済連携

交渉、世界経済の状況、家畜疾病の発生、消

費者の食への関心といった多くの副次的要因

は当然存在するものの、子牛生産の「草地」

と肥育の「穀物」という主要な２つの鍵にお

いて強みを有している同国が、世界の牛肉生

産を引き続きリードしていくことには間違い

なさそうだ。

（井川　真一（JETROニューヨーク））
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コラム　南米の牛肉生産の現状と今後の見通し

　南米産牛肉は、かねてより価格優位性などを背景に国際市場でその存在感を発揮してきた。近

年、輸出数量はキャトルサイクルなどの理由でさほど伸びていないものの、各国とも牛肉産業は

引き続き重要な位置にあり、旺盛な輸出需要を受けて今後の増産意欲が増している状況にある。

　こうした中、従来の牧草による放牧肥育に加え、豊富な穀物資源を活用したフィードロットに

よる肥育も拡大してきており、輸出先のニーズを考慮した牛肉生産も徐々に拡大している。

　本コラムでは、国際市場で影響力を有する南米３カ国（ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ）

について報告する（コラム－表１）。

（１）世界最大級の牛肉輸出国「ブラジル」　

　世界最大級の牛肉輸出国であるブラジルは近年、中国などアジアや中東など新たな輸出先を獲

得してきたが、牛肉生産が伸び悩んでいる。これは、約７年周期で発生するキャトルサイクルや、

近年のレアル安の為替環境下で目先の利益を追求して出荷が増えすぎた反動によるところが大き

い。さらに、現在、深刻な経済低迷とインフレに陥っており、牛肉消費もかなりの程度落ち込ん

でいることから、牛肉産業の勢いは一服している感が強い。

　しかしながら、こうした停滞期の中にあっても、牛肉産業界では今後を見据えた変化が見られ

ている。一定の品質を有する枝肉に対するプレミアム（追加支払い）により、生産者レベルで実

需者のニーズを反映した取り組みが見られるようになり、肉質に劣る熱帯種のゼブー系ネローレ

種に温帯種のアンガス種などを掛け合わせて肉質改善を図る動きも徐々に拡大してきている。

　中でも、最大生産州のマットグロッソ州では2016年、高品質な牛肉の生産を目指し、生産者

コラム－表１　ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイの基本指標

ブラジル アルゼンチン ウルグアイ

主要飼養品種 ゼブー系ネローレ種 アンガス種、ヘレフォード種 ヘレフォード種、アンガス種

疾病
ステータス

BSE 無視できるリスク 無視できるリスク 無視できるリスク

口蹄疫
サンタカタリーナ州のみワクチ
ン非接種清浄地域で、多くはワ
クチン接種清浄地域。

国土の北半分はワクチン接種清
浄地域で、南半分はワクチン非
接種清浄地域。

国土全体がワクチン接種清浄地
域。

2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016

飼養頭数（千頭） 207,959 213,035 219,180 51,545 51,545 52,565 11,903 12,053 11,950

子牛生産頭数（千頭） 49,600 48,220 48,250 13,300 14,200 13,500 2,800 2,700 2,670

と畜頭数（千頭） 40,385 38,365 37,595 12,400 12,430 11,800 2,200 2,265 2,275

牛肉生産量（千トン） 9,723 9,425 9,284 2,700 2,720 2,600 555 565 575

牛肉輸出量（千トン） 1,909 1,705 1,850 197 186 220 350 373 385

資料：米国農務省海外農業局（ＵＳＤＡ／ＦＡＳ）「GAIN Report」
注１：2014年および2015年は暫定値、2016年は推定値。
　２：生産量および輸出量は枝肉重量換算。
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とパッカーの双方からなるマットグロッソ州牛肉協会（ＩＭＡＣ）が州知事主導で創設された。

枝肉の格付けやプレミアム体系を明確化する動きも見られ、生産者とパッカーがお互いに利益を

共有・拡大できる体制の整備に注目が集まっている。

　広大な国土を有する同国は、持続可能な牛肉生産体系（「農・牧・林」のインテグレーション

システム）の導入や牧草改善融資プログラムによる生産性の向上にも取り組んでおり、長期的に

見てそのポテンシャルに疑いの余地はない。2016年８月には米国向け生鮮牛肉輸出が解禁され、

牛群再構築期間を経て2017年以降、増産体制が徐々に本格化することが見込まれている。

（２）復活を期す「アルゼンチン」

　アルゼンチンの肉用牛の中心はアンガス種やヘレフォード種といった温帯種で、多くは肥
ひ

沃
よく

な

パンパ地域で飼養されている。同国はかつて世界有数の牛肉輸出国と位置付けられ、欧州では「ア

ルゼンチンビーフ」は非常に高い人気を誇る。ＥＵが設定している高級牛肉の低関税輸入枠（ヒ

ルトン枠：年６万6750トン）の45％（３万トン）をアルゼンチン産が占めていることからも、

その実力がうかがえる。

　しかしながら、同国では2008 ～ 2015年にかけて国内優先政策による輸出規制（例：15％

の輸出税、需給状況に応じた輸出禁止）が強まった結果、牛肉生産はかなりの程度落ち込むこ

コラム－写真１　ブラジルで最も飼養されているゼブー系ネローレ種

コラム－写真２　植林された木々の間で飼養されるネローレ種や交雑種
（マットグロッソ州）　　　　　　
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ととなった。加えて、2010 ～ 11年にかけて深刻な干ばつも発生した結果、牛肉産業は深刻な

低迷期に陥り、2005年に世界第３位（枝肉重量換算で76万2000トン）だった牛肉輸出量は、

2014年には第10位（同19万7000トン）にまで落ち込んだ。こうした中、2015年12月、各輸

出規制の撤廃を公約としたマクリ新大統領が就任し、牛肉にかかる輸出規制が軒並み撤廃された

ことで、ようやく活気が戻りつつある状況とされる（コラム－表２）。

　米国農務省によると、アルゼンチンは現在、天候に恵まれて牛群再構築期における子牛生産が

順調に進んでいることに加え、補助的に給与する飼料穀物の価格も安値で推移しており、生産環

境は良好とされる。このため、以前の水準まで戻るには時間を要するものの、失われた10年を

経て国際市場の主力プレーヤーに戻ってくると予想されている。

コラム－表２　マクリ政権による農畜産業関連変革の内容と期待される効果

内容 効果

2015年

12月10日 マクリ政権誕生

12月16日 為替管理制度の見直しによる通
貨ペソの実質的な切り下げ

価格競争力が大幅に改善

12月17日 輸出税の廃止・削減　牛肉の輸
出税（15％）の廃止も含む

12月29日
穀物の輸出登録制度（ＲＯＥ　
ＶＥＲＤＥ）の廃止による輸出
数量制限の撤廃

生産・輸出意欲の拡大

2016年

1月8日
酪農家への直接補助金の新設

（2016年２〜３月に全ての酪
農家を対象とした補助を実施）

中小規模の酪農家の生産
意欲の拡大

3月30日
牛乳・乳製品の輸出登録制度 

（ＲＯＥ　ＢＬＡＮＣＯ）廃止
による実質的な輸出規制の撤廃

生乳生産量および乳製品
輸出量の増加

資料：アルゼンチン農産業省（MINAGRI）の発表を基に機構作成

コラム－写真３　�アルゼンチンの飼養風景�
耕地の間に広がる牧草地に
放牧される肉用牛

コラム－写真４　�アルゼンチン産牛肉のス
テーキ
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（３）　小国ながら存在感を増す「ウルグアイ」

　ウルグアイは、人口はわずか350万人程度でありながら、牛の飼養頭数はその３倍を超え

る1200万頭にも及び、牛肉セクターは最重要産業に位置付けられている。肥
ひ

沃
よく

な土壌を有

していることから牧草の質が高く、主要品種であるヘレフォードなど温帯種由来の高品質な

牛肉は高い品質を誇っている。

　近年、牛肉輸出量は好調に推移しているが、背景には中国の需要拡大によるところが大き

い（コラム－図）。国内で稼働中の牛肉プラント36カ所のうち、外国資本はブラジル７カ所、

中国１カ所（恒陽牛業有限公司）、そして最大処理能力を誇る英国１カ所とされる。また、

中国向け輸出認定施設は20カ所に上り、低級部位を中心に輸出を加速的に増やしている。

　昨今、ウルグアイ産牛肉が国際市場で成功している背景には、「Uruguay Natural」とい

う完全に牧草で肥育された牛肉のストーリーを生かしたマーケティングが奏功したことが挙

げられる。また、輸出市場のニーズを考慮して、2006年９月から全ての牛を対象に、出生

時期や移動履歴などを追跡可能なトレーサビリティ制度を導入している点も評価が高い。

（米元　健太）

コラム－図　ウルグアイの国別牛肉輸出量の推移

資料：「Global Trade Atlas」
注１：ＨＳコード0201、0202の合計。
　２：製品重量ベース。
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コラム－写真５　「Uruguay Natural」として提供されるステーキ


